
毛呂山町空き家利活用促進事業実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、毛呂山町内における空き家の有効活用を通して移住及び定

住の促進による地域活性化を図るため、毛呂山町空き家利活用促進事業を実施

するに当たり、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによる。

(1) 空き家 個人が居住を目的として建築した建物（共同住宅等を除く。）で、

現に居住していない（近く居住しなくなる予定のものを含む。）町内に存在す

る建物及びその敷地又は建物の跡地若しくは造成地をいう。

(2) 所有者等 町内の空き家に係る所有権又は売買、賃貸等を行うことができ

る権利を有する者をいう。

(3) 移住定住促進サイト 本町への移住及び定住の促進のため、空き家情報・

子育て関連情報等を総合的にまとめて特別に設けたウェブサイトをいう。

(4) 毛呂山町移住定住空き家情報館 この要綱の定めるところにより、宅地建

物取引業者の専門的な協力を得ながら、本町への移住及び定住の希望者に対

して、空き家情報を町の移住定住促進サイトで公開してあっせんすることに

より、空き家の円滑かつ活発な取引を促し、もって本町への移住及び定住を

促進させる仕組み又は制度をいう。

(5) 町内事業者 「毛呂山町における空き家の利活用の促進に関する協定」を

締結する団体の会員であり、町内に主たる事務所を有する者をいう。

（適用上の注意）

第３条 この要綱は、毛呂山町移住定住空き家情報館（以下「空き家情報館」と

いう。）以外による空き家の取引を規制するものではない。

（空き家情報館への登録）

第４条 町内事業者でこの要綱の趣旨に賛同し、第７条で定める事項に関して協

力する事業者（以下「協力事業者」）は、毛呂山町移住定住空き家情報館協力事

業者登録申請書（様式第１号）及び毛呂山町移住定住空き家情報館協力事業者

登録簿（様式第２号）を町長に提出しなければならない。



２ 町長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を確認の上、適当と

認めたときは、協力事業者として登録を決定し、毛呂山町移住定住空き家情報

館協力事業者登録完了通知書（様式第３号）により、当該申請を行った者に通

知するものとする。

（登録の辞退）

第５条 前条第２項の規定による登録を受けた協力事業者で、登録を辞退する場

合には、その旨を町長に届け出なければならない。

（登録の取消し）

第６条 町長は、第４条第２項の規定による登録について次の各号のいずれかに

該当するときは、当該登録を取り消すものとする。

(1) 前条に規定する辞退の届出があったとき。

(2) 申請書又は登録簿の内容に虚偽があったとき。

(3) 毛呂山町暴力団排除条例（平成２４年毛呂山町条例第１８号）第２条に規

定する暴力団、暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する

者であることが判明したとき。

(4) その他町長が登録の取消しを必要と認めたとき。

（空き家情報館の運営に関する事項）

第７条 町長は、空き家情報館の運営に当たり協力事業者に対して、次に掲げる

事項に関して協力を求めるものとする。

(1) 空き家の存在状況の把握及び情報提供に関すること。

(2) 所有者等から同意を得たもので、空き家情報館に掲載する物件に関する情

報を提供すること。

(3) 所有者等からの空き家の利活用に関する相談に応じること。

(4) 空き家の取引に係る交渉、代理、媒介等に関すること。

２ 前項第２号に規定する情報提供は、物件入力シート（様式第４号）を用いて

行うものとする。

３ 第１項第３号に規定する相談業務の協力事業者の選定は、空き家情報館協力

事業者登録簿（様式第２号）を用いて、空き家の所有者等自らが行うものとす

る。

４ 町長は、空き家の取引に係る交渉、代理、媒介等については、直接これに関



与しないものとする。

（空き家情報館掲載情報の削除）

第８条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、空き家情報館への掲載

を削除するものとする。

(1) 第６条各号に該当したとき。

(2) 掲載事項に虚偽があったとき。

(3) 所有者等から掲載の削除の申出があったとき。

(4) 掲載物件の売買、賃貸借等の契約が成立したとき。

(5) 前各号に掲げる場合のほか、空き家情報館に掲載することが適当でないと

町長が特に認めたとき。

（空き家の取得希望及び契約の成立）

第９条 空き家情報館に掲載されている空き家の購入、賃借等を希望する者（以

下「物件取得希望者」という。）は、当該空き家に係る売買、仲介業務を取り扱

う協力事業者（以下「指定協力業者」という。）と契約交渉等を行うものとする。

２ 町長は、物件取得希望者から前項の契約交渉等に係る問合せがあった場合に

は、指定協力業者の連絡先を当該物件取得希望者に伝えるものとする。この場

合において、物件取得希望者は、自らが指定協力業者へ直接問合せをしなけれ

ばならない。

３ 指定協力業者は、物件取得希望者等との間において、空き家情報館掲載物件

の売買、賃貸借等の契約が成立したときは、毛呂山町移住定住空き家情報館結

果報告書（様式第５号）により、速やかに町長へ報告しなければならない。

（苦情又は紛争の処理）

第１０条 町長は、空き家情報館に掲載されている空き家に関する交渉、売買、

賃貸借等の契約については、直接これに関与しないものとする。

２ 空き家情報館の運営に起因して苦情又は紛争が発生した場合は、指定協力業

者、所有者等、物件取得希望者その他の利害関係者が、関係法令の規定に則り、

信義を旨とし、誠実にその処理に当たらなければならない。

（個人情報の取扱い）

第１１条 空き家情報館において保有する個人情報の取扱いについては、毛呂山

町個人情報保護条例（平成１２年毛呂山町条例第８号）に定めるところによる。



（その他）

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この告示は、公布の日から施行する。



様式第１号（第４条関係）

毛呂山町長 あて

毛呂山町移住定住空き家情報館協力事業者登録申請書

上記のとおり申請します。

年 月 日

（申請者）住 所

事業者名

氏 名 ㊞

法人名・事業者名

所 在 地

代表者氏名

連絡担当者・氏名

宅地建物取引業者免許番号

電話番号

ＦＡＸ番号

メールアドレス

ホームページ

暴力団、暴力団員と密接な関係はなく、これらは経営に

も関与していません。
はい ・ いいえ



様式第２号（第４条関係）

毛呂山町移住定住空き家情報館協力事業者登録簿

※協力事業者の登録簿について、企画財政課窓口及び移住定住空き家情報館（ホ

ームページ）にて公開します。

所 在 地

（住 所）

事業所名称

（氏 名）

連絡先電話番号

ホームページ

及び

メールアドレス

ホームページ

メールアドレス

宅地建物取引業者免

許番号

特記事項

ＰＲ

画 像

（事業所外観など）

※希望者のみ



様式第３号（第４条関係）

毛呂山町移住定住空き家情報館協力事業者登録完了通知書

第 号

年 月 日

様

毛呂山町長 氏 名 □印

年 月 日付けで申請のあった毛呂山町移住定住空き家情報館

協力事業者登録については、次のとおり登録したので毛呂山町空き家利活用促

進事業実施要綱第４条第２項の規定により通知します。

事業者登録番号 第 号

登録年月日 年 月 日



様式第４号（第７条関係）

物件入力シート

※物件登録番号：

契約形態 購入 ・ 賃貸

種類

構造

間取り 建築時期

価格・賃料 敷地面積 ㎡

延床面積 １階 ２階

住所

（大字名まで）

主要施設

小学校区 中学校区

最寄駅 最寄バス停

その他 その他

設備状況

ガス 水道

下水道 浄化槽

風呂 トイレ

特記事項

（２０字程度）

間取り図

（画像データ）



※物件登録番号は、毛呂山町が入力します。

※物件入力シートに記載された情報は、毛呂山町移住定住空き家情報館へ掲載し

ます。

画像①

（メイン画像）

画像②

（サブ画像）

画像③

（サブ画像）



様式第５号（第９条関係）

毛呂山町長 あて

（協力事業者）住 所

事業者名

氏 名 ㊞

毛呂山町移住定住空き家情報館結果報告書

毛呂山町移住定住空き家情報館に掲載されている物件の交渉について、毛呂山

町空き家利活用促進事業実施要綱第９条第３項の規定により、次のとおり報告し

ます。

１ 登録物件番号 ：

２ 住 所 ：

３ 空き家情報館 ： 利用あり ・ 利用なし ・ 不明

利用の有無 ※「利用なし」「不明」の場合は以下記入不要

４ 種 別 ： 売買 ・ 賃貸借

５ 物件所有者 ： 報告者と同じ ・ 個人

６ 物件利用者 ： 性 別 ： 男性 ・ 女性

前住所地： 町内 ・ 県内 ・ 県外

年 齢 ：（以下あてはまる箇所を丸印で囲んでください。）

（１０代・２０代・３０代・４０代・５０代・６０代・７０代以上）

※６ 物件利用者については、本人の同意が得られた場合に記入してください。


